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【様式】 
 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

沖縄の産業イノベーション促進地域における課税の特例措置の延長等  

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

（法人税：義）（国税９） 

（法人住民税、法人事業税：義）（自動連動）（地方税８） 

② 上記以外の

税目 

（所得税：外、個人住民税：外、事業所税：外） 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

１．国税（(1)または(2)のいずれかを選択）  

 (1) 投資税額控除（法人税） 

・沖縄県知事によって産業高度化・事業革新措置実施計画が認定され、当

該事業の用に供する設備を新・増設した青色申告法人は、新・増設に係る

取得価額に次の割合を乗じた額を法人税から控除できる。 

ア 機械及び装置、器具及び備品の取得価額合計額が 100 万円 

を超えるもの：15％ 

イ 建物及びその附属設備の取得価額合計額が 1,000 万円を超えるもの：

8％ 

   ウ 控除額限度は法人税額の 20%、繰越税額控除 4 年、取得価額上限は

20 億円 

   エ 対象となる建物付属設備は、建物と同時取得したものに限定。 

 

(2) 特別償却（法人税、所得税） 

・沖縄県知事によって産業高度化・事業革新措置実施計画が認定され、当

該事業の用に供する設備を新・増設した青色申告法人は、新・増設に係る

取得価額に次の割合を乗じた額を普通償却限度額（または所得税法の規

定による償却費）に加え、法人税額（または所得税）から償却できる。 

ア 機械及び装置、器具及び備品の取得価額合計額が 100 万 円を超える

もの：34％ 

イ 建物及びその附属設備の取得価額合計額が 1,000 万円を超えるもの：

20％ 

ウ 取得価額上限は各事業年度当たり合計 20 億円 

エ 対象となる建物付属設備は、建物と同時取得したものに限定。 

 

２．地方税 

 (1) 個人住民税、法人住民税及び事業税 

ア 上記の法人税及び所得税負担の軽減と同様の効果を適用する。（自動連

動） 

(2) 事業所税（那覇市のみ） 

   ア 沖縄県知事によって産業高度化・事業革新措置実施計画が認定され、

当該事業の用に供する施設を那覇市に新設した青色申告法人は、次の

場合、事業所税のうち、資産割の課税標準となるべき事業所床面積を 2



 

2 

分の 1 として 5 年間計算。 

《要望の内容》 

沖縄振興特別措置法（平成 14 年法律第 14 号）の規定に基づく産業イノベー

ション促進地域における課税の特例について、措置内容を以下のとおり変更の

上、適用期限（令和９年３月 31 日）を３年間延長し、令和 12 年３月 31 日までと

する。 

 

《関係条項》 

・沖縄振興特別措置法 第 36 条、第 37 条 

・租税特別措置法 第 12 条、第 42 条の 9、第 45 条 

・租税特別措置法施行令 第 6 条の 3、第 27 条の 9、第 28 条の 9 

・租税特別措置法施行規則 第５条の 13、第 20 条の 4、第 20 条の 16 

・地方税法 第６条、第 23 条第 1 項第 3 号、第 292 条第 1 項第 3 号 

附則第 33 条 

・地方税法施行令 附則第 16 条の 2 の 8 

 

5 担当部局 内閣府政策統括官（沖縄政策担当）付産業振興担当参事官室  

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：令和８年８月 

分析対象期間： 令和５年度～令和 11 年度 

7 創設年度及び改正経緯 平成 14 年度  

・産業高度化地域の創設 

平成 19 年度  

・５年間延長 

平成 24 年度  

・産業高度化地域を廃止し、産業高度化・事業革新促進地域を創設 

・対象地域を 13 市町村から全市町村に拡大 

・投資税額控除の適用対象の機械等の下限取得価格の引下げ  

（1,000 万円超→500 万円超） 

平成 26 年度  

・機械等下限取得価格の引下げ（500 万円超→100 万円超） 

平成 29 年度 

・２年間延長 

令和元年度 

・２年間延長 

令和３年度 

・１年間延長 

令和４年度 

・３年間延長（対象業種の追加等） 

・課税の特例に係る県知事認定及び主務大臣の確認を導入 

令和７年度 

 ・２年間延長（対象業種の一部縮減） 

8 適用又は延長期間 令和９年４月１日から令和 12 年３月 31 日までの３年間 
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9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

設備投資を通じて、製品開発力、生産技術の向上やＤＸへの取組等を進め、産

業イノベーション関連産業の高度化を通じた売上向上を図り、最終的に一人当た

り県民所得の向上を目指す。 

 

《政策目的の根拠》 

○経済財政運営と改革の基本方針 2026 について（令和８年７月 21 日閣議決

定）  

強い沖縄経済の実現を目指し、沖縄科学技術大学院大学による産学官連携等

の産業振興、「GW2050 PROJECTS」40 の早期実現、北部・離島地域振興、こど

もの貧困対策や Well-being 実現に向けた取組等、沖縄振興を国家戦略として総

合的に推進する。 

 

〇沖縄振興特別措置法（平成 14 年法律第 14 号） 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、沖縄の置かれた特殊な諸事情に鑑み、沖縄振興基本方針

を策定し、及びこれに基づき策定された沖縄振興計画に基づく事業を推進する等

特別の措置を講ずることにより、沖縄の自主性を尊重しつつその総合的かつ計

画的な振興を図り、もって沖縄の自立的発展に資するとともに、沖縄の豊かな住

民生活の実現に寄与することを目的とする。 

 

（定義） 

第三条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

九 製造業等 製造業、道路貨物運送業、倉庫業、こん包業及び卸売業をいう。 

十 産業高度化・事業革新促進事業 産業高度化（高度情報通信ネットワークの

利用、情報通信技術を用いた情報の活用その他の方法により事業者の製品若し

くは役務の開発力、生産若しくは役務の提供に関する技術又は経営の能率が向

上することをいう。第三十五条の三及び第三十六条において同じ。）又は事業革

新（沖縄の特産物として相当程度認識されている農林水産物若しくは鉱工業品

若しくは当該鉱工業品の生産に係る技術の活用又は環境への負荷の低減を図

るための再生可能エネルギー源（太陽光、風力その他非化石エネルギー源のう

ち、エネルギー源として永続的に利用することができると認められるものをいう。

第七十九条第二項において同じ。）の利用その他エネルギーの供給に関する技

術若しくは設備の導入により新たな事業を創出し、又は新たな需要を相当程度開

拓することをいう。第三十五条の三及び第三十六条において同じ。）に特に寄与

すると認められる業種として政令で定めるものに属する事業をいう。 

 

第三節 産業イノベーション促進計画等 

（産業イノベーション促進計画の作成等） 

第三十五条 沖縄県知事は、基本方針に即して、産業のイノベーション（産業高

度化・事業革新促進事業を行う企業の集積を通じて新たな価値を生み出し、これ

を普及することにより、創出される経済社会の大きな変化をいう。次項及び第四

十条において同じ。）を促進するための計画（以下「産業イノベーション促進計画」

という。）を定めることができる。 

２ 産業イノベーション促進計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 計画期間 

二 産業高度化・事業革新促進事業を行う企業の集積を促進することにより、そ
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の地域における産業のイノベーションの促進が相当程度図られると見込まれる地

域であって、産業のイノベーションの促進を効果的に図るため必要とされる政令

で定める要件を備えているもの（以下この節において「産業イノベーション促進地

域」という。）の区域 

三 産業高度化・事業革新促進事業を行う企業の集積を促進するため沖縄県が

産業イノベーション促進地域において実施しようとする施設の整備その他の措置

の内容 

四 前号の措置の実施を通じて産業のイノベーションが促進されることにより見込

まれる効果 

五 第三十五条の三第一項に規定する産業高度化・事業革新措置実施計画の

同条第四項の認定に関する基本的事項 

３～７ （略） 

 

（産業高度化・事業革新措置実施計画の認定等） 

第三十五条の三 提出産業イノベーション促進計画に定められた産業イノベーシ

ョン促進地域の区域内において製造業等の産業高度化若しくは事業革新に必要

な施設の整備その他の措置又は産業高度化・事業革新促進事業に必要な施設

の整備その他の措置（以下この節において「産業高度化・事業革新措置」とい

う。）を実施する者は、提出産業イノベーション促進計画に即して、産業高度化・

事業革新措置の実施に関する計画（以下この条において「産業高度化・事業革

新措置実施計画」という。）を作成し、当該産業高度化・事業革新措置実施計画

が適当である旨の沖縄県知事の認定を申請することができる。 

２～１０ （略） 

 

（課税の特例） 

第三十六条 提出産業イノベーション促進計画に定められた産業イノベーション

促進地域の区域内において認定産業高度化・事業革新措置実施計画に従って

製造業等又は産業高度化・事業革新促進事業の用に供する設備を新設し、又は

増設した認定事業者（当該認定事業者が認定産業高度化・事業革新措置実施

計画に従って実施する産業高度化・事業革新措置が当該区域における産業高度

化又は事業革新に特に資するものとして主務大臣が定める基準に適合すること

について主務大臣の確認を受けた者に限る。）が、当該新設又は増設に伴い新

たに機械及び装置、器具及び備品、建物及びその附属設備並びに構築物を取得

し、又は製作し、若しくは建設した場合には、租税特別措置法で定めるところによ

り、課税の特例の適用があるものとする。 

 

〇沖縄振興基本方針（令和４年 5 月 10 日内閣総理大臣決定） 

Ⅱ 沖縄の振興の意義及び方向 

２ 沖縄振興の方向  

本基本方針及び沖縄県が定める沖縄振興計画に基づく各般の施策や事業は、

次のような方向を基本として取り組むこととする。 

 （１）沖縄の優位性を活かした民間主導の自立型経済の発展  

沖縄の自立的発展のためには、民間の力を最大限に活かし、民間が主導する形

で自立型経済の発展を目指していくことが不可欠である。このため、アジア・太平

洋地域との地理的近接性や、亜熱帯に位置する自然的特性等の優位性・潜在力

を活かしつつ、沖縄内外の需要を取り込み、域内産業間で連携 して財やサービ

スを提供していくことを通じ、域内に経済効果が波及する 地域経済の好循環を

図っていくことが重要である。こうした好循環を先導し、今後の沖縄経済を牽引す

る競争力のある産業を戦略的に振興するとともに、イノベーションの促進につなが
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る民間主導の実証的な取組を促すことにより、県内事業者の生産性や「稼ぐ力」

の向上を図り、持続可能性のある強い沖縄経済を実現することが求められてい

る。 

 また、沖縄を取り巻く社会経済環境を踏まえ、温暖化による地球規模の気候変

動や社会のデジタル化の進展といった時代潮流を的確に捉えて不利性克服の好

機とし、グリーン社会への移行やデジタルトランスフォーメーション(以下「DX」とい

う。)を迅速かつ強力に推進することで、持続可能な形で各分野の沖縄振興の一

層の深化を図る必要がある。 

 

Ⅲ 沖縄の振興に関する基本的な事項 

1 観光、情報通信産業、農林水産業その他の産業の振興に関する基本的な事項 

（４）産業イノベーションの推進  

沖縄は、広大な海域を始め豊かな地域資源を有するとともに、世界最高水 準の

教育・研究機関も立地しており、付加価値の高い製品開発や新たな事業 を創出

する大きなポテンシャルを有している。他方で、地理的不利性等の影響により製

造業の構成比が小さく、一人当たり県民所得や生産性が低いなど、様々な課題

を抱えている。  

このため、外から稼げる収益力の高い企業の誘致・育成、沖縄の幅広いものづく

り産業の基盤となる製造業等の振興、産学官金の連携強化、デジタル技術の活

用や脱炭素化等を通じ、沖縄の特性を踏まえた新たな産業の創出・発展を図ると

ともに、それぞれの産業において、地域資源を活用した付加価値の高い製品開

発や地域ブランドの強化、海外市場での県産品の販路拡大等を進めることによ

り、個々の民間事業者にとどまらない地域全体のイノベーションの促進を目指す。 

 

Ⅳ 沖縄振興の推進に関する事項 

１ 沖縄振興を推進するための措置（政策ツール） 

（４）税制上の特例措置 

沖縄振興特別措置法においては、特区・地域制度に沖縄県知事による認定や主

務大臣による確認の制度等が導入され、企業の付加価値の増加等を促すととも

に、税制の適切な効果把握を可能とする制度改正が行われた。 

今後とも民間事業者等の自主的取組を後押しし、沖縄の経済発展や不利性の解

消に向けて一層の効果が発現するよう、税制の具体的な活用状況や成果等を適

切に把握するとともに、その結果に応じて必要な検討や見直しを図る。 

（略） 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

【政策】10．沖縄政策 

【施策】10．沖縄振興に関する施策の推進  

③ 租税特別措

置等により

達成しようと

する目標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

１ 達成目標 

・産業イノベーション関連産業の売上高 

令和 11 年度：５兆 2,441 億円 

・本措置活用事業者の設備投資額 

令和 11 年度：117 億円 

 

（考え方） 

 令和５年度の一人当たり県民所得（231 万５千円）（実績）と令和 13 年度に 291

万円（目標）という値を基に必要な年平均増加額（7.4 万円）から、令和 11 年度の

一人当たり県民所得 276 万 1 千円を推計。 
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 令和 11 年度の一人当たり県民所得を達成するために必要な令和 11 年度の産

業イノベーション関連産業の売上高の目標を５兆 2,441 億円（※１）と設定。 

 令和 11 年度の産業イノベーション関連産業の売上高を達成するために必要な

目標投資額を 117 億円（※２）と設定。 

 

（※１）令和５年度の産業イノベーション関連産業売上高（実績）、令和５年度の県

民所得（実績）、令和５年度県民所得に占める雇用者報酬及び企業所得の割

合、令和５年度の県内総生産に占める産業イノベーション関連産業の割合等を

用いて推計。 

（※２）産業イノベーション関連産業の付加価値額の対売上高比（令和３年経済セ

ンサス）、本特例措置適用事業者の設備投資額とその投資により増加した付加

価値額の比などを用いて推計。 

 
２ 適用期間中の目標 
・産業イノベーション関連産業の売上高 

令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

4 兆 9,616 億円 5 兆 1,028 億円 5 兆 2,441 億円 

 
・本税制活用事業者の設備投資額 

令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

117 億円 117 億円 117 億円 

 

  

④ 政策目的に

対する租税

特別措置等

の達成目標

実現による

寄与 

設備投資を通じて、製品開発力、生産技術の向上やＤＸへの取組等を進め、

産業イノベーション関連産業の高度化を通じた売上向上を図り、最終的に一人当

たり県民所得の向上を目指す。 

 令和６年度の一人当たり県民所得は未確定であるものの、令和４年度以降の

当該措置適用事業者の令和６年度の付加価値額増加分は約 262 億円であり、

令和６年度の一人当たり県民所得のうち企業所得及び雇用者報酬の向上に一

定程度寄与していると考えられる。 

10 有効性

等 

① 適用数 １．過去 5 年間の適用件数実績 

 R3 R4 R5 R6 R7 

投資税額控除 13 16 15 20 19 

特別償却 4 0 3 1 2 

計 17 16 18 21 21 

２．今後の適用件数見込み 

令和８年度から令和 11 年度は、平年度で投資税額控除 18 件、特別償却３件

程度の適用を見込む。  
【算定根拠】 

※国税については、令和３年度から令和６年度は「租税特別措置の適用実態調

査の結果に関する報告書」（財務省） 

※令和７年度国税の適用状況については、沖縄県調査による。 

※算定根拠は別紙「産業イノベーション促進地域における減収額・適用見込み額

（試算）」を参照。 

② 適用額 １． 過去５年間の適用額実績 

（単位：百万円） 

  R3 R4 R5 R6 R7 



 

7 

国

税 

投資税額控除 42 84 94 303 752 

特別償却 107 0 100 5 77 

地

方 

法人住民税 5 6 8 21 53 

事業税 9 0 9 0 5 

２．今後の適用見込み 

令和８年度から令和 11 年度は、平年度で投資税額控除 248 百万円、特別償却

90 百万円程度の適用を見込む。 

 

【算定根拠】 

※国税については、令和３年度から令和６年度は「租税特別措置の適用実態調

査の結果に関する報告書」（財務省）、地方税（法人住民税・事業税の自動連動

分）については、「地方税における税負担軽減措置等に関する報告書」（総務省） 

※令和７年度国税の適用状況については、沖縄県調査による。 

※令和８年から令和 11 年については、算定根拠は別紙「産業イノベーション促進

地域における減収額・適用見込み額（試算）」を参照。 

 

③ 減収額 １． 過去 5 年間の減収額実績 

（単位：百万円） 

  R3 R4 R5 R6 R7 

国

税 

投資税額控除 42 84 94 303 752 

特別償却 24 0 

 

23 

 

1 17 

地

方

税 

法人住民税 

(投資税額控除) 

 

3 6 9 21 52 

法人住民税 

(特別償却) 

2 0 0 0 1 

事業税 9 0 9 0 5 

 合  計 163 90 135 325 827 

 

２． 今後の減収額の見込み 

令和８年度から令和 11 年度は、平年度で、投資税額控除 258 百万円、特別

償却 21 百万円、法人住民税 19 百万円（投資税額控除 18 百万円、特別償却１

百万円）、事業税 6 百万円の減収を見込む。 

 

【算定根拠】 

※投資税額控除及び特別償却については、令和３年から令和６年度までについ

ては「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」（財務省）における

活用実績に基づいて算出（「産業イノベーション促進地域における減収額・適用

見込み額（試算）」を参照）。 

※令和７年度は、沖縄県調査に基づいて算出。 

※法人住民税及び事業税について、令和 3 年度から令和 6 年度までは「地方税

における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告書」（総務省） 

※令和８年度から令和 11 年度の法人住民税は、国税の減収額に税率 7％乗じ

て算定、同期間の事業税は、国税の適用額（特別償却）に税率 6.47%を乗じて算

定。 
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④ 効果 《政策目的（9①）の達成状況及び租税特別措置等により達成しようとする目標（9

③）の実現状況》 

１ 前回の政策目的の達成状況 

 所期の達成目標は、本特例措置活用事業者の付加価値額を年平均で 10.34

億円増加させ、令和８年度までに 20.68 億円増加させることとしていた。 

 現時点において確認できる本特例措置活用事業者の付加価値額は、令和４年

度から令和５年度にかけて 78 億円増加、令和５年度から令和６年度にかけて

262 億円増加となった。 

（出典）沖縄県の調査（令和４年度以降に本件特例措置活用事業者のうち、主務

大臣確認申請にかかる実施状況報告書等の提出があった事業者） 

 

２．今回の政策目的の達成状況 
・産業イノベーション関連産業の売上高 

令和４年度 令和５年度 令和６年度 

4 兆 907 億円 4 兆 3,751 億円 4 兆 6,458 億円 

 
・本税制活用事業者の設備投資額 

令和４年度 令和５年度 令和６年度 

30 億円 22 億円 57 億円 

 

（参考）令和８年から令和 11 年までの見込みについては、投資税額控除及び特

別償却の適用見込み数が合計 21 件であり、令和４年から令和６年の本税制活

用事業者の設備投資額の平均額が 1.3 億円（同期間における設備投資総額

109.4 億円、税制活用事業者数 86 件）であることから、年間 27.3 億円の設備投

資額が見込まれる。  

なお、産業イノベーション関連産業の売上高については、税制活用事業者

以外の事業者による売上も相当程度含まれていることから、切り分けて見込み

を算出することは難しい。 

 

３． 達成目標の変更理由 

前回の達成目標は、本特例措置を活用した事業者の付加価値の増加のみを

設定していた。 

 今回要望では、令和４年度から新たに導入した県知事認定及び主務大臣確認

制度を踏まえて本税制措置の効果検証をするため、政策目的として、一人当たり

県民所得を設定したうえで、政策目的に対して本税制がどれだけ寄与しているの

かを定量的に分析できるよう、達成目的を変更した。 

【使用したデータ（文献等の概要又は所在に関する情報を含む）】 

 

  
《租税特別措置等により達成しようとする目標（9③）に対する租税特別措置等の

直接的効果》 

１ 前回設定した目標に対する効果 

 本特例措置活用事業者の付加価値額は、令和４年度から令和５年度にかけて

78 億円増加、令和５年度から令和６年度にかけて 262 億円増加となっており、前

回設定した目標である年平均 10.34 億円の増加を達成している。 
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 令和４年度から導入している主務大臣確認申請においては、本特例措置に伴う

設備投資により増加する付加価値額を申請するとともに、その効果として付加価

値額の実績を毎年、報告書を義務付けていることから、付加価値額の増加は本

特例措置による直接的な効果である。 

 

２ 今回新たに設定した目標に対する効果 

令和４年度以降の当該措置適用事業者の令和６年度の付加価値増加額は

262 億円であるところ、令和６年度の一人当たり県民所得の向上に一定程度寄

与していると考えられる。 

 

【使用したデータ（文献等の概要又は所在に関する情報を含む）】 

 

 

《適用数（10①）が僅少等である場合の原因・有効性の説明》 

１ 適用数が僅少である場合の原因・有効性 

特別償却の適用件数は僅少であるが、これは投資税額控除や所得控除、特

別償却のいずれかを選択適用する制度となるため、本特例措置のうち、特別償

却の適用を選択した企業が少ないことが要因である。 

本特例措置の過去の適用件数は、投資税額控除の適用件数に比し少なくなっ

ている。これは、直接的な税負担軽減効果のある投資税額控除を選択する企業

が特別償却を選択する企業よりも多いからである。他方、特別償却も事業への先

行投資等を行った結果、赤字決算となった企業も税制上の欠損金の繰越しという

制度との併用により先行投資等により発生した赤字を翌年度以降長期間にわた

り繰越すことが可能である。 

よって、企業の業績状況形態や経営戦略により選択可能な複数の特例措置を

設けることにより、多様な企業に積極的な設備投資を促進させ、当該地域への集

積を図るインセンティブ効果が期待できることから本特例措置の継続は必要であ

る。 

 

２ 適用額が特定の者に偏っている場合の原因・有効性 

  租税特別措置の適用実態調査において、令和６年度における投資税額控除

の適用額にかかる上位 10 社の割合が８割超となった原因は、電気業や道路貨

物運送業を営む事業者による、大規模な設備投資が行われたことが一因と考え

られる。 

  道路貨物運送業における設備投資は令和４年度及び令和５年度はみられ

ず、令和６年度に限った大規模投資であった。また、電気業は特例措置の対象事

業として法令に定められているその趣旨を踏まえ、沖縄県は「産業イノベーション

促進計画」において、「ものづくりを支える基盤である電気の安定的かつ適正な供

給の確保に資する施設の整備」を本特例措置の目的と定めており、電気業にお

ける設備投資を支援していくことは、産業イノベーション関連産業の高度化を下支

えするものであることから有効な手段である。 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

産業イノベーション関連企業の高度化などにより、産業イノベーション関連産業

売上高は令和４年度から令和６年度において 5,551 億円増加しており、本制度に

よる令和４年度の減収額約７億円（国税０．８億円＋地方税６億円）と比較し、税

収減を是認できるものと考えられる。 

 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

本特例措置は、製造業等の開発力・生産技術等の向上や沖縄の地域資源を

活用した新事業の創出等に寄与する設備投資を促進し、競争力の強化を図ると

ともに、生産性向上等に資するデジタルトランスフォーメーション（DX）の推進や再
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等 生可能エネルギー源の利用促進等による新たな価値の創出・普及により、沖縄

経済を牽引しうる地域産業のイノベーションを促進し、産業振興の取組を強力に

推進するものである。 

 これらの制度は、活用する事業者に対して、効果的にインセンティブを与え設備

投資を促す手段となっている。本特例措置の適用事業者の設備投資額ベースで

の構成比は、大規模な設備投資が必要となる電気業等の比率が高いものの、事

業者数としては規模の小さい製造業が８割を占めていることから、特定企業を対

象とする補助金等よりも、各企業が一定の裁量の下で適時適切に設備投資等に

関する経営判断を行うことができる税制措置の方が妥当である。 

 また、本地域制度においては、措置実施計画等の認定等のスキームを通して、

対象事業の適格性等を判断し、製造業等の競争力強化等に資すると認められる

場合に限定して投資税額控除等の措置を講じていることから、無差別に適用され

ることはなく、必要最低限の措置となっている。 

 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

沖縄県は、沖縄振興特別推進交付金（一括交付金）等を活用して産学連携の共

同研究や新たな製品やサービス等の開発支援事業等を行うことで、高度なもの

づくり産業の土台となる支援体制の構築に取り組んでおり、本制度では企業の自

助努力による高度な設備投資等を後押しし、役割分担を図りつつ、相乗的にもの

づくり産業の育成・高度化を促し、本県の経済振興の一翼を担う移出型産業とし

て成長できるよう支援を行っている。 

 なお、製造業を対象とした制度は他に国際物流拠点産業集積地域及び経済金

融活性化特区があるが、これらの制度は一定の地域内に特定の産業の集積を

図り、それによって国際物流拠点の形成や北部経済の振興を進め、経済の活性

化を図るための制度である。 

 一方、本特例措置は、沖縄の製造業等の開発力・生産技術等の向上や沖縄の

地域資源を活用した新事業の創出等に寄与する設備投資を促進し、競争力の強

化を図るとともに、生産性向上等に資するデジタルトランスフォーメーション（DX）

の推進や再生可能エネルギー源の利用促進等による新たな価値の創出・普及に

より、沖縄経済を牽引しうる地域経済のイノベーションを促進し、産業振興の取組

を強力に推進するものであり、制度の趣旨を異にするものである。 

 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

本制度は沖縄県からの要望も踏まえて延長要望するものであり、国税に自動

連動する地方税の軽減はあるものの、本制度の達成目標を実現することは沖縄

振興に寄与するため、沖縄県が協力する相当性がある。 

 

12 有識者の見解 － 

 

 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

令和 6 年 8 月（R6 内閣 06） 

 

 


